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Straight away 
 

IFRS bulletin from PwC 

26 April 2013 IASBが料金規制に関する暫定基準の公開草案を公表 
 

何が問題となっているか？ 

国際会計基準審議会（IASB）は公開草案（ED）「規

制繰延勘定」を公表しました。本公開草案は、料金

規制事業の会計処理から生じる特定の残高を表す

用語として「規制繰延勘定残高」を使用しています。 

 

今回の提案は、国際財務報告基準（IFRS）第1号「国

際財務報告基準の初度適用」を適用するIFRS初度

適用企業のうち、特定の要件を満たす企業にのみ

適用されます。本公開草案は、そのような企業が

IFRSを初度適用するにあたり、規制繰延勘定の認識、

測定、減損に関して、従前のGAAPで適用してきた

会計方針を継続して適用することを認める提案をし

ています。また本公開草案は、追加的な表示や開示

の要求についても提案しています。 

 

現在、料金規制事業を個別に扱う基準は存在しませ

ん。今回の暫定基準の目的は、IASBによる料金規

制事業に関する基準開発のプロジェクトが完了する

までの間、IFRS初度適用企業が会計方針を大幅に

変更する必要性を回避することです。 

 

料金規制事業のプロジェクトは、IASBの2011年のア

ジェンダ・コンサルテーションのフィードバックを受け

て再開されました。本プロジェクトに関するディスカ

ッション・ペーパーが2013年後半に公表される予定

です。 

 

 

 

 

 

主な提案は？ 

適用範囲 

今回の提案は、以下の2つの要件を満たすIFRS初

度適用企業にのみ適用されます。 
 

 規制当局が、企業が財またはサービスの対価と

して請求できる価格を規制している 

 この規制価格は、企業の許容原価を回収できる

よう設計されている 
 

これらの要件を満たす場合、企業は従前のGAAPの

会計方針に基づく規制繰延勘定を継続して使用す

ることが認められます。 

 

今回の提案は、IFRS第1号の適用直前に規制繰延

勘定残高を認識していない企業については（たとえ

他の要件を満たす場合でも）、IFRSの初度適用時に

当該残高の認識を開始することを認めていません。 

 

認識および測定 

今回の提案は、IFRS初度適用企業が、規制繰延勘

定の認識および測定において、従前のGAAPで適

用していた会計方針を継続して適用することを認め

ています。今回の提案には認識および測定に関す

る追加的なガイダンスは含まれていません。 

 

従前のGAAPにおける会計方針は、他のIFRSで扱

われていない残高のみに適用されます。すなわち、

他のIFRSを先に適用し、適用すべきIFRSがない

残高についてのみ暫定基準に基づき会計処理し

ます。 
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今回の提案は、規制繰延勘定を財務諸表に適切に

反映するために他の基準の適用が必要になる可能

性があることも明確にしています。たとえば、規制繰

延勘定残高の減損には従前のGAAPの会計方針を

適用し、当該勘定を含む資金生成単位にはIAS第

36号を適用することになります。 

 

企業は、他のいずれのIFRSが適用される可能性が

あるか、またそのIFRSと従前のGAAPの会計方針が

相互にどのように関係するかを判断する必要があり

ます。 

 

表示 

今回の提案は、貸借対照表および損益計算書にお

いて、暫定基準の適用によって生じる残高を区別し

て表示することを求めています。 

 

貸借対照表上、規制繰延勘定の借方残高合計およ

び貸方残高合計は、その他のすべての資産および

負債の小計の後に、それぞれ別個の表示科目で表

示します。流動と非流動の区別はありません（他の場

所で区別して開示される可能性はある）。また、借方

残高と貸方残高を相殺することは認められません。 

 

すべての規制繰延勘定残高の変動額合計は、損益

計算書上、規制繰延勘定科目の加算前もしくは控

除前の純損益の小計のすぐ後に、別個の表示科目

で表示します。 

 

一株当たり利益（EPS）を表示する企業は、規制繰延

勘定の変動を含むEPSを、規制繰延勘定の変動を

含まないEPSと同程度に目立つよう表示しなければ

なりません。 

 

 

 

開示 

以下の事項を含む開示要求は、規制の性質とリスク

に関する情報およびそれが財務諸表に与える影響

の情報に対応しています。 
 

 料金規制の性質と範囲の説明 

 各残高の将来の回収または取崩しがリスクや不

確実性によりどのような影響を受けるか 

 規制繰延勘定残高の認識および測定の基礎 

 期首残高から期末残高への調整 
 

企業は開示目的と関連のない開示を省略することが

認められています。 

 

影響を受ける企業は？ 

今回の提案は、現在従前のGAAPの会計方針に従

って料金規制から生じる残高を認識しているIFRS初

度適用企業に影響があります。一般的には電力・ガ

ス等の産業が該当しますが、価格が規制されている

他の産業にも影響を与える可能性があります。 

 

次のステップは？ 

本公開草案のコメント期限は2013年9月4日です。発

効日は提案されていませんが、早期適用は認められ

ます。 

 

また、IASBは、ディスカッション・ペーパー（前述参照）

の作成に役立てることを目的として、料金規制の一

般的特徴を理解するための情報要請（RFI）を公表し

ています。この情報要請のコメント期限は2013年5月

30日となっています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
This publication has been prepared for general guidance on matters of interest only, and does not constitute professional advice. It does not take into account any 
objectives, financial situation or needs of any recipient; any recipient should not act upon the information contained in this publication without obtaining 
independent professional advice. No representation or warranty (express or implied) is given as to the accuracy or completeness of the information contained in 
this publication, and, to the extent permitted by law, PricewaterhouseCoopers LLP, its members, employees and agents do not accept or assume any liability, 
responsibility or duty of care for any consequences of you or anyone else acting, or refraining to act, in reliance on the information contained in this publication or 
for any decision based on it.  
 
© 2013 PwC. All rights reserved. 
PwC refers to the PwC Network and/or one or more of its member firms, each of which is a separate legal entity. Please see www.pwc.com/structure for further 
details. This content is for general information purposes only, and should not be used as a substitute for consultation with professional advisors. 


